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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は，民営化の歴史的経緯，民営化を行うに至った経済状況，民営化の成功例
・失敗例といったことをもとに，(1) 民営化された企業が小規模地域の市場から退出するモデルを構築すること，(2) 
民営化が財の品質に与える影響について分析することである。これらの研究成果は，学術雑誌や学会等で報告されてい
る。

研究成果の概要（英文）：The objectives of this research project are (1) to constract a mixed oligopoly mod
el in which a privatized firm exits from small market, and (2) to analyze the effects of privatization on 
the quality of goods, on the basis of historical backgrounds of privatization. These results are publishie
d in an academic journal and presented at academic conferences.
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１．研究開始当初の背景 
 
民営化に関する理論的研究では，企業数が

一定であるという仮定が置かれてきた。この
仮定は，市場での規制緩和が行われ，参入が
容易になってきている現在の状況下では，非
現実的な仮定であるといえる。そのため，近
年の研究では，民間企業の参入を考慮するモ
デルに拡張されるようになった。 
しかしながら，民営化された企業は，民間

企業と同様に利潤を追求するようになるた
め，利潤が十分に発生しない状況では財を供
給しなくなる可能性がある。実際，民営化の
成功例として挙げられる「国鉄の民営化」に
おいても，地方では赤字ローカル線の廃止が
進められたことから分かるように，民営化さ
れた企業が市場からの退出行動を取ること
にも注意を向けられるべきである。 
 また，民営化後における市場への変化は，
以上のような企業による参入・退出だけでな
く，財の品質にも影響を及ぼしうる。近年，
このような観点からの研究が進められてき
てはいるものの，いまだ十分な結論が得られ
ているとは言いがたいというのが現状であ
る。 
 
 
２．研究の目的 

 
本研究では混合寡占モデルを用いて，「民

営化された企業が退出する可能性」を理論的
に考察するものである。この問題は民営化の
デメリットとして挙げられるにも関わらず，
上記の背景でも述べたように，既存の研究に
おいては分析対象とされていないのが現状
である。そのため，本研究では，市場（需要）
の規模が異なる非対称地域を考慮すること
によって，民営化された企業が退出する可能
性があるというより現実に近いモデルを構
築し，それをもとに民営化が地域経済に与え
る影響を考察する。それに加え，民営化によ
り財の品質にいかなる影響が生じるかにつ
いても分析を行う。 
具体的には，以下の点を明らかにする。 
 

（１）市場規模に焦点を当てることで，民営
化された企業が市場から退出する条
件を明らかにする。 

（２）民営化の前後における各地域の社会的
厚生の変化を明らかにする。 

（３）民営化の前後における地域経済への影
響を明らかにする。 

（４）財の品質を考慮して，民営化が経済に
与える影響を明らかにする。 

 
以上のように，民営化前後における地域間の
社会的厚生および財の品質を比較すること
によって，退出行動が地域間の格差に影響を
与える可能性を明らかにする。 
 

３．研究の方法 
  
一地域混合寡占モデルを市場規模の異な

る非対称的な二地域混合寡占モデルに拡張
し，民営化された企業の退出メカニズムにつ
いて分析した。また，民営化が財の品質にい
かなる影響を与えるかについては，垂直的差
別化モデルを用いて分析を行った。 
 本研究は，主に理論分析を行ったが，解析
的に明らかにすることが難しい場合には，数
値解析を求めることにより，結果を明確化し
た。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究によって得られた成果は，「民営化

と市場退出」と「民営化による財の品質」の
２点である。 
 
（１）民営化と市場退出 
 
本研究では，「都市」と「地方」のように

市場規模の異なる両地域に財供給を行う公
企業が民営化したときに，それぞれの地域お
よび国全体における消費者余剰，生産者余剰，
それらの和である社会厚生に対する影響に
ついて分析する。 
日本における民営化は，いわゆる三公社五

現業の民営化において見られた。1984 年に日
本電信電話公社がＮＴＴに，1985 年に日本専
売公社がＪＴに，そして 1987 年には日本国
有鉄道がＪＲになり，それぞれ国の直接的な
経営から離れた。また，郵政三事業について
は，2003 年に日本郵政公社へ，2007 年には
日本郵政へと変わり，民営化を実現している。
このような民営化を行う主な目的は，公企業
への補助金（税）投入の抑制や，公企業の債
務の軽減および切り離しなどにある。その手
段としては，主に物的な効率化を図る技術の
刷新や資源の再配置など，そして主に人的な
効率化を図る雇用の削減や賃金の削減など
が挙げられる。これらはすべてコストの問題
に起因したものであり，公企業がさまざまな
理由から高コスト構造にあることを示唆し
ている。 
しかし，公企業が民営化されることにより，

地方にそれらの供給が縮減なされる，あるい
は供給自体がなされなくなるのではないか
という危惧がある。例えば，国鉄の民営化に
おいては地方路線の廃止あるいは第三セク
ター化がしばしば図られ，郵政民営化におい
ては地方の郵便局が減少していくのではと
いう懸念は今も消えていない。このように，
民営化を考える際に重要となるもう1つの点
は，民営化した企業が地方の市場から退出す
る影響を考える必要があるところにある。 
既存の民営化に関する理論的研究が，民営

化企業が市場から退出する可能性を研究対
象としなかった理由は，一地域モデルを活用



していたことが影響している 。一地域モデ
ルにおいて，民営化企業の退出を考慮すると，
財が全く供給されなくなる（あるいは財の供
給量が減少する）という結果が得られる。し
たがって，既存の研究では，退出が起こる状
況下では民営化を行わないほうが良いとい
う結論になることは自明であるため，研究対
象として退出を考慮に入れてこなかったと
いえる。 
そこで，本研究は，市場規模の異なる二地

域を想定し，その両地域において財を供給す
る公企業が民営化した場合を想定する。規模
の大きな市場において公企業は私企業とク
ールノー＝ナッシュ競争をする一方，規模の
小さな市場においては公企業のみが独占的
に供給を行うものとする。以上の想定のもと，
以下の３つのケースにおける均衡を導き出
し，消費者余剰，生産者余剰および社会厚生
を求め，比較を行った。 
 
（ⅰ）公企業が以前と同様に民営化せず，公

企業として存続するケース（「混合寡
占‐独占」と呼ぶ） 

（ⅱ）公企業が民営化を選択し，かつ，両地
域に財を供給するケース（「民営化寡
占‐独占」と呼ぶ） 

（ⅲ）公企業が民営化を選択し，かつ，市場
規模の小さい地域の市場から退出す
るケース「民営化寡占‐退出」 

 
本研究で得られた結論は以下のとおりで

ある。まず，消費者余剰の観点からは，混合
寡占‐独占，民営化寡占‐独占，民営化寡占
‐退出の順に望ましい。次に，生産者余剰の
観点からは，公企業の民営化が望ましいこと
が明らかにされる。最後に，これらの 2つの
和である社会厚生に対する民営化の影響は，
市場規模の大きさに加えて，民営化企業の市
場からの退出如何に依存する。 
本論文の結果からは，地方の市場規模が比

較的大きい，すなわち地方で過疎化が進行し
ていない場合には公企業による財供給が，逆
に過疎化が進行している場合には民営化の
メリットが，より享受できることが示されて
いる。これは，均衡ある地域の発展を目指し
た以前の日本においては，公企業が社会厚生
の観点から一定の役割を果たしてきたのに
対し，都市化・過疎化が進む今日においては，
民営化の流れは是認されうることを意味し
ている。 
 
（２）民営化による財の品質 
  
本研究では，垂直的差別化モデルを用いて，

公企業が民営化された後に，財の品質にいか
なる影響が生じるかについて調べた。その結
果，以下の結論が得られた。 
第１段階において企業は品質を同時決定

し，第２段階において価格を同時決定するゲ
ームをする状況を想定し，以下の３つの状況

を考慮した。 
 

ケース１：混合寡占状態において，公企業が
低品質の財を生産し，私企業が高
品質の財をする状況 

ケース２：混合寡占状態において，公企業が
高品質の財を生産し，私企業が低
品質の財をする状況 

ケース３：公企業が民営化され，私企業のみ
が存在する状況 

 
これらにおける均衡を比較した結果，ケース
３において企業間での財の品質に最も差が
生じることが明らかにされた。また，ケース
２において社会厚生が最も大きくなること
が明らかにされた。 
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